
 新潟市子ども手当事務取扱要綱 

  

 （目的） 

第１条 この要綱は，平成２２年度等における子ども手当の支給に関する法律（平成２２

年法律第１９号。以下「法」という。）に基づく子ども手当の支給等に関して，法令

に定めるもののほか，必要な事項を定めるものとする。 

 （認定請求書の処理） 

第２条 平成２２年度等における子ども手当の支給に関する法律施行規則（平成２２年３

月３１日厚生労働省令第５１号。以下「省令」という。）第１条に規定する子ども手

当認定請求書は，別記様式第１号による。 

２ 市長は，前項に規定する子ども手当認定請求書の提出を受けたときは，その内容を審

査し，受給資格があると認めた場合には別記様式第２号による子ども手当認定通知書

を，受給資格がないものと認めた場合には別記様式第３号による子ども手当認定請求

却下通知書を，請求者に通知するものとする。 

 （額改定認定請求書の処理） 

第３条 省令第２条に規定する子ども手当額改定認定請求書は，別記様式第４号による。 

２ 市長は，前項に規定する子ども手当額改定認定請求書の提出を受けたときは，その内

容を審査し，手当額を改定すべきと認めた場合には別記様式第５号による子ども手当

額改定認定通知書を，手当額を改定しないものと認めた場合には別記様式第６号によ

る子ども手当額改定認定請求却下通知書を用いて，請求者に通知するものとする。 

 （額改定届の処理及び職権に基づく改定） 

第４条 省令第３条に規定する子ども手当額改定届は，別記様式第７号による。 

２ 市長は，前項に規定する子ども手当額改定届の提出を受けたときは，当該届書の記載

事項等により届出に係る事実があると認めた場合には別記様式第８号を用いて，子ど

も手当額改定通知書を当該届出者に通知し，届出に係る事実がないものと認めた場合



は当該届書を届出者に返送するものとする。 

３ 市長は，子ども手当額改定届の提出がない場合であっても，公簿等によって手当額を

減額すべきものと確認したときは，職権に基づいてその額を改定し，別記様式第８号

を用いて，子ども手当額改定通知書を，当該手当の支給を受けている者（以下「受給

者」という。）に通知するものとする。 

 （受給事由消滅届の処理及び職権に基づく消滅） 

第５条 省令第７条の子ども手当受給事由消滅届は，別記様式第９号による。 

２ 市長は，前項に規定する子ども手当受給事由消滅届の提出を受けたときは，別記様式

第１０号による子ども手当支給事由消滅通知書を，当該受給者に通知するものとする。  

３ 市長は，子ども手当受給事由消滅届の提出がない場合であっても，公簿等によって子

ども手当の支給事由が消滅したものと確認したときは，職権に基づいて当該手当の認

定を取り消し，別記様式第１０号による子ども手当支給事由消滅通知書を，当該受給

者に通知するものとする。 

４ 市長は，住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）第２４条の規定による転出届の

届出があったとき（その届出に係る書面に同法第２９条の２の規定による附記がなさ

れたときに限る。）は，前項の規定の例により処理するものとする。 

（現況届の処理） 

第６条 省令第４条の子ども手当現況届は，別記様式第１１号による。 

２ 市長は，前項に規定する子ども手当現況届の提出を受けたときは，当該届書の記載事

項等により審査し，支給事由が消滅したものと確認した場合には，当該届書をもって

当該手当の認定を取り消し，別記様式第１０号による子ども手当支給事由消滅通知書

を，当該受給者に通知するものとする。 

 （未支払請求書の処理） 

第７条 省令第９条の未支払子ども手当請求書は，別記様式第１２号による。 

２ 市長は，前項に規定する未支払子ども手当請求書の提出を受けたときは，その内容を



審査し，未支払の子ども手当を支給するものと決定した場合は，別記様式第１３号に

よる未支払子ども手当支給決定通知書を，請求を却下するものと認めた場合には別記

様式第１４号による未支払子ども手当請求却下通知書を，請求者に通知するものとす

る。 

（寄附に係る事務処理） 

第８条 請求者又は受給者（以下「請求者等」という。）からの法律第２３条の規定によ

る寄附の申出については，支払期月毎の前月末日までとし，申出書の提出された日以

後に支払われるべき子ども手当を対象として寄附がされるものとする。 

２ 省令第１４条に定める申出書（以下「申出書」という。）が提出されたときは，その

内容を審査し，適正と認められたときは，以後の支払期月毎に請求者等に支払われる

子ども手当の額のうち，申出書に記載された寄附の金額に相当する額を，市長が請求

者に代わって受領し，これを寄附するものとする。 

３ 前項に定める寄附が行われたときは，市長は，別記様式第１５号による子ども手当に

係る寄附受領証明書を請求者等に送付するものとする。 

４ 請求者等が，寄附の内容を変更し，又は寄附を撤回しようとする場合の申出は，寄附

が受領される前に行われるものとし，申し出の提出された日以後に支払われるべき子

ども手当を対象とする。 

 （支払） 

第９条 子ども手当の支払日は，法第７条第４項に規定する支払期月の１５日とする。た

だし，その日が日曜日，土曜日，国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８

号）に規定する休日（以下「日曜日等」という。）に当たるときは，その日前におい

てその日に最も近い日曜日等でない日とする。 

２ 市長は，子ども手当の支払いを行う場合には，受給者に通知するものとする。ただし，

支払期月における子ども手当の支払いについて，支払日等を市広報に掲載することに

より，通知を省略することができる。 



３ 子ども手当の支払は，受給者の申請に基づく金融機関の口座へ，市が指定する金融機

関を通じ，口座振替の方法により行うものとする。ただし，市長が当該支払方法によ

り難いと認める受給者については，この限りでない。 

 （支払の一時差止等） 

第１０条 市長は，法第９条の規定により子ども手当の額の全部又は一部を支給しないこ

ととしたとき若しくは法第１０条の規定により子ども手当の支払を一時差し止めるこ

ととしたときは，別記様式第１６号による子ども手当支払差止通知書により受給者に

通知するものとする。 

 （委任） 

第１１条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は，別に定める。 

   附 則 

 （施行期日） 

第１条 この要綱は，平成２２年４月１日から施行する。 

 （法附則第３条に規定する経過措置に基づく認定の処理） 

第２条 市長は，法附則第３条の規定により，同法第６条第１項の規定による認定の請求

があったものとみなされる場合については，公簿等により内容を審査し，受給資格が

あると認めた場合には別記様式第２号による子ども手当認定通知書を，受給資格がな

いものと認めた場合には別記様式第３号による子ども手当認定請求却下通知書を，請

求者に通知するものとする。 

 （施行期日）  

第１条 この要綱は，平成２３年４月１日から施行する。 

 



子ども手当様式一覧  

 名称  関係条文  

別記様式第１号 子ども手当認定請求書 第２条 

別記様式第２号 子ども手当認定通知書 第２条 

別記様式第３号 子ども手当認定請求却下通知書 第２条 

別記様式第４号 子ども手当額改定認定請求書 第３条 

別記様式第５号 子ども手当額改定認定通知書 第３条 

別記様式第６号 子ども手当額改定認定請求却下通知書 第３条 

別記様式第７号 子ども手当額改定届 第４条 

別記様式第８号 子ども手当額改定通知書 第４条 

別記様式第９号 子ども手当受給事由消滅届 第５条 

別記様式第１０号 子ども手当支給事由消滅通知書 第５条 

別記様式第１１号 子ども手当現況届 第６条 

別記様式第１２号 未支払子ども手当請求書 第７条 

別記様式第１３号 未支払子ども手当支給決定通知書 第７条 

別記様式第１４号 未支払子ども手当請求却下通知書 第７条 

別記様式第１５号 子ども手当に係る寄附受領証明書 第８条 

別記様式第１６号 子ども手当支払差止通知書 第１０条 

 



別記様式第１号（第２条関係）  

子ども手当 認定請求書 
                         

あて先 新潟市長 

認 定 番 号  

提 出 日                      年      月     日 

請 求 者 

（生計中心者） 

住 所  新潟市      区 

フリガナ 

氏 名 
       印 

 
◎父母ともにいる場合
でもより生計の中心
となる者 

（本人が署名した場合は、押印は不要です。）

生 年 月 日     年      月     日 

連絡先電話   自 宅・携 帯・その他 
 
◎父母の場合：監護し、生計が同一の子どもを記入してください。◎父母以外の場合：監護し、生計を維持する子どもを記入してください。 

子 ど も の 氏 名 
生 年 月 日 続柄 同居・別居

の別
住  所（請求者と異なる場合に記入） １８歳に達した日以後の 

最初の３月３１日までの者 
フリガナ  

 年  月  日

 同居
・ 
別居

 
 

  

 年  月  日

 同居
・ 
別居

 

 

  
 年  月  日

 同居
・ 
別居

 
 

  

 年  月  日

 同居
・ 
別居

 
 

  

 年  月  日

 同居
・ 
別居

 
 

  
 年  月  日

 同居
・ 
別居

 
 

 

請
求
者
に
つ
い
て 

年 金 種 別
 

◎選択してく
ださい。 

１．厚生年金 または 共済年金に加入している…請求者の健康保険証（表）コピーが必要

２．厚生年金・共済年金どちらも加入していない…健康保険証のコピーは不要 

※ 公務員は職場での手続きとなります。 

 金融機関名・支店名・預金種別・口座番号 

受 け 取 り

口 座 

行・ 用金庫・ 本
 用組合・ 協・  支

 そ の 他
（     ）

 出張所 

◎請求者名義の
口座に限りま
す。 

       
●7 桁に満たない場合は
先頭に 0 をつけてくだ
さい。 

１ 普通(総合) 

２ 当座 

３ 貯蓄 

◎ゆうちょ銀行
の場合でも、こ
の形式で記入
してください。

口座名義人カナ氏名（ ャッシュカード等に記載のカナ氏名・ 点なども１マス） 

                         

 
注 太線の枠内のみ記入してください。 
 

市 処 理 欄 

出生・転入・受給者変更

金融機関コード 店 番 号 受 理 日 支 給 開 始 

       ・  ・ 年  月 

 不 足 書 類 等 転出予定日（事由発生日） 

口  座 ・ 保険証 ・ 別居監護 ・ 住民票 ・ 養 育  年  月  日

  

 



別記様式第２号  

年   月   日 
           様 
 

新潟市長         
（担当          ） 

 
 

子ども手当 認定通知書 
 
子ども手当の請求について、受給資格を認定しましたので通知します。 
 
 

【請 求 日】 
 
【請 求 者 （ 受 給 者 ）】 
 
【認 定 番 号】 
 
【支 給 対 象 者 数】 
 
【手 当 月 額】 
 
【支 給 開 始 年 月】 
 
【初 回 支 払 予 定 日】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
この決定に不服のあるときは、この通知書を受け取った日の翌日から起算して６０

日以内に、新潟県知事に対して審査請求することができます。さらに、この決定の取

り消しを求める訴え（取消訴訟）は、この審査請求に対する裁決の送達を受けた日の

翌日から起算して６か月以内に新潟市長を被告として提起することができます。 
 
 
 
  

 

 



別記様式第３号  

年   月   日 

 

           様 

 新潟市長         

（担当          ） 

 

 

  子ども手当 認定請求却下通知書 

 

子ども手当の受給資格について、次のとおり請求を却下しましたので通知します。 

 

 

【提 出 日】 

 

【請 求 者】 

 

【却 下 理 由】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この決定に不服のあるときは、この通知書を受け取った日の翌日から起算して６０

日以内に、新潟県知事に対して審査請求することができます。さらに、この決定の取

り消しを求める訴え（取消訴訟）は、この審査請求に対する裁決の送達を受けた日の

翌日から起算して６か月以内に新潟市長を被告として提起することができます。 

 

 

 

  

 

 



別記様式第４号（第３条関係）  

子ども手当 額改定認定請求書 

（増額用） 

 

あて先 新潟市長 

 

認 定 番 号  

提 出 日                      年      月     日 

受 給 者 

住 所  新潟市      区 

フリガナ 

氏 名 
       印 

（本人が署名した場合は、押印は不要です。）

生 年 月 日     年      月     日 

連絡先電話   自 宅・携 帯・その他 

 

◎父母の場合：監護し、生計が同一の子どもを記入してください。◎父母以外の場合：監護し、生計を維持する子どもを記入してください。 

増額対象の子どもの氏名 
生 年 月 日 続柄 同居・別居

の別
住   所 （ 受 給 者 と 異 な る 場 合 に 記 入 ） １５歳に達した日以後の 

最初の３月３１日までの者 
フリガナ  

 年  月  日

 同居
・ 
別居

 
 

  

 年  月  日

 同居
・ 
別居

 
 

  

 年  月  日

 同居
・ 
別居

 
 

  

 年  月  日

 同居
・ 
別居

 
 

  

 年  月  日

 同居
・ 
別居

 
 

  

 年  月  日

 同居
・ 
別居

 
 

 

子ども手当が増額となる事由 

 

ア  出 生 

 

イ  その他（                  ） 

 

事 由 発 生 日          年     月     日 

 

注 太線の枠内のみ記入してください。 
 

市 処 理 欄 受 理 日 増 額 月 額 支 給 月 額 増 額 開 始 

・  ・ 円 円 年   月

不 足 書 類 等 備 考 

別居監護 ・ 住民票 ・ 養 育 

 

 

 



別記様式第５号  

年   月   日 

           様 

 

新潟市長         

（担当          ） 

 

 

子ども手当 額改定認定通知書 

 

子ども手当の額の改定について、次のとおり認定しましたので通知します。 

 

 

【請 求 日】 

 

【請 求 者 （ 受 給 者 ）】 

 

【認 定 番 号】 

 

【増 額 対 象 者 数】 

 

【増 額 す る 手 当 月 額】 

 

【増 額 後 の 手 当 月 額】 

 

【改 定 年 月】 

 

【増 額 の 理 由】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この決定に不服のあるときは、この通知書を受け取った日の翌日から起算して６０

日以内に、新潟県知事に対して審査請求することができます。さらに、この決定の取

り消しを求める訴え（取消訴訟）は、この審査請求に対する裁決の送達を受けた日の

翌日から起算して６か月以内に新潟市長を被告として提起することができます。 

 

 

 

  

 

 



別記様式第６号  

年   月   日 

 

           様 

新潟市長         

（担当          ） 

 

 

子ども手当 額改定認定請求却下通知書 

 

子ども手当の額の改定請求について、次のとおり請求を却下しましたので通知しま

す。 

 

 

【提 出 日】 

 

【請 求 者 （ 受 給 者 ）】 

 

【認 定 番 号】 

 

【却 下 理 由】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この決定に不服のあるときは、この通知書を受け取った日の翌日から起算して６０

日以内に、新潟県知事に対して審査請求することができます。さらに、この決定の取

り消しを求める訴え（取消訴訟）は、この審査請求に対する裁決の送達を受けた日の

翌日から起算して６か月以内に新潟市長を被告として提起することができます。 

 

 

 

 

 

 

 

 



別記様式第７号（第４条関係）  

子ども手当 額改定届 

（減額用） 
 

あて先 新潟市長 

 

認 定 番 号  

提 出 日                     年      月     日 

受 給 者 

住 所  新潟市      区 

フリガナ 

氏 名 
       印 

（本人が署名した場合は、押印は不要です。）

生 年 月 日     年      月     日 

連絡先電話   自 宅・携 帯・その他 

 
 

減額対象の子どもの氏名 生 年 月 日 続柄 同居・別居

の別
住   所 （ 受 給 者 と 異 な る 場 合 に 記 入 ） 

フリガナ  
   年  月  日

 同居
・ 
別居

 
 

  

    年  月  日

 同居
・ 
別居

 
 

  

    年  月  日

 同居
・ 
別居

 
 

  
    年  月  日

 同居
・ 
別居

 
 

  

    年  月  日

 同居
・ 
別居

 
 

  

   年  月  日

 同居
・ 
別居

 
 

 

子ども 手 当が 減 額とな る 事 由 

 

ア 生計を同じく(維持)しなくなった 

イ 監護しなくなった 

ウ 死亡した 

 

エ １５歳に達した日の属する年度が終了した 

オ その他（         ） 

 

事 由 発 生 日         年     月     日 

 

注 太線の枠内のみ記入してください。 
 
 

市 処 理 欄 受 理 日 減 額 月 額 支 給 月 額 減 額 開 始 

・  ・ 円 円 年   月

備    考 

 

 

 



別記様式第８号  

年   月   日 

           様 

 

新潟市長         

（担当          ） 

 

 

子ども手当 額改定通知書 

 

子ども手当の額について、次のとおり改定しましたので通知します。 

 

 

【事 由 発 生 日】 

 

【受 給 者】 

 

【認 定 番 号】 

 

【減 額 対 象 者 数】 

 

【減 額 す る 手 当 月 額】 

 

【減 額 後 の 手 当 月 額】 

 

【改 定 年 月】 

 

【減 額 の 理 由】 

 

 

 

 

 

 

 

 

この決定に不服のあるときは、この通知書を受け取った日の翌日から起算して６０

日以内に、新潟県知事に対して審査請求することができます。さらに、この決定の取

り消しを求める訴え（取消訴訟）は、この審査請求に対する裁決の送達を受けた日の

翌日から起算して６か月以内に新潟市長を被告として提起することができます。 

 

 

 

  

 

 



別記様式第９号（第５条関係）  

子ども手当 受給事由消滅届 

 

あて先 新潟市長 

認 定 番 号  

提 出 日                   年      月     日 

受 給 者 

住 所  新潟市      区 

フリガナ 

氏   名 
      印 

（本人が署名した場合は、押印は不要です。）

生 年 月 日     年      月     日 

連絡先電話   自 宅・携 帯・その他 

消 滅 事 由 

 

該当するもの

を○で囲んで

ください。 

 

 

 ア 受給者が生計中心者でなくなった 

 

 イ 受給者が支給対象となる子どもと生計を同じく（維持）しなくなった 

 

 ウ 受給者が支給対象となる子どもを監護しなくなった 

 

 エ 受給者が公務員となった 

 

 オ 受給者が市外に転出した 

 

 カ 支給対象となる子どもが死亡した 

 

 キ 支給対象となる子どもが１５歳に達した日の属する年度が終了した 

 

ク その他（                        ） 

 

 

事由発生日          年     月     日 

 

注 太線の枠内のみ記入してください。 

 
 

市 処 理 欄 受 理 日 消 滅 年 月 備 考 

・  ・ 年   月

 

 

 



別記様式第１０号  

年   月   日 

           様 

 

新潟市長         

（担当          ） 

 

 

子ども手当 支給事由消滅通知書 

 

子ども手当の受給資格について、支給事由が消滅しましたので通知します。 

 

 

【消 滅 日】 

 

【受 給 者】 

 

【認 定 番 号】 

 

【最 後 の 支 給 月】 

 

【消 滅 事 由】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この決定に不服のあるときは、この通知書を受け取った日の翌日から起算して６０

日以内に、新潟県知事に対して審査請求することができます。さらに、この決定の取

り消しを求める訴え（取消訴訟）は、この審査請求に対する裁決の送達を受けた日の

翌日から起算して６か月以内に新潟市長を被告として提起することができます。 

 

 

 

  

 

 



別記様式第１１号（第６条関係）  

年 金 種 別 に よ り 必 要 添 付 書 類 が 異 な り ま す 。

　※記入対象者は、　　　年　　月　　日生まれ以降ですが、支給対象者は　　　　年　　月　　日生まれ以降です。

　必要提出書類
　 （現況届と一緒に提出）

１．厚生年金・共済年金の場合 ２．厚生年金・共済年金どちらでもない場合

年 金 種 別 １．厚生年金 または 共済年金 に加入している 　…　請求者の健康保険証(表)コピーを添付

◎選択してください。 ２．厚生年金・共済年金どちらも加入していない   …　健康保険証のコピーは不要

　　　　年　　月　　日

　　　　年　　月　　日

　　　　年　　月　　日

　　　　年　　月　　日

　　　　年　　月　　日

　　　　年　　月　　日

　　　　年　　月　　日

　　　　   年　　　　　月　　　　　日

子どもの氏名
１８歳に達した日以後の最初の３月３１日までの者

生年月日 続柄
同居・別居

の別

父母の場合：監護し、生計が同一である子ども　父母以外の場合：監護し、生計を維持する子ども　　当てはまらない子どもは氏名を二重線で消してください。

住所（受給者と異なる場合に記入）
子ども手当

支給対象

氏名
印

（本人が署名した場合は、押印は不要です。）

フリガナ

受給者

住所

生年月日

連絡先電話

提出日

（あて先）　新潟市長

　　　　　　　　　　　年　　　　　月　　　　　日

子ども手当現況届　（　　　年６月１日現在） 認定番号

　　　　　　　　　　　　様

市 処 理 欄

 

 



別記様式第１２号（第７条関係）  

（表）  

 

 

未支払子ども手当請求書              認定番号  第         号  

 

（あて先）新潟市長 

提 出 年 月 日 ※受付確認年月日 

・  ・ ・  ・ 

者
（
死
亡
者
） 

受
給
資
格
が
あ
っ
た 

( ﾌﾘｶﾞﾅ ) 

氏  名 

 

死亡した

年月日 
・  ・  

住  所 

新潟市 

支
給
対
象
で
あ
っ
た
子
ど
も 

氏   名 住   所 

  

  

  

  

  

  

内 

容

請
求
の

支払金額 
       ・  月分から 

       ・  月分まで 
請求金額             円 

支払希望金融機関 

名 称 
 

口座番号 

 

支店名 
 

請 

求 

者 

（ ﾌﾘｶﾞﾅ ） 

氏  名 

 

印   

住  所 

新潟市 

 

 

電話   （   ） 

※支給決定年月日   ・  ・ ※請求却下年月日   ・  ・ 

※印の欄は，記入しないでください。字は，楷書（かいしょ）ではっきり書いてください。       

記名押印に代えて，署名することができます。 

 

 



 

（裏）  

注意 

1 「支給対象であった子ども」の欄は，子ども手当の受給資格があった者（死亡者）が養育（監

護し，かつ，生計を同じくするか，または生計を維持することをいいます。以下同様です。）

していた子ども（15 歳に到達して初めての３月３１日までの子ども）について記入してくだ

さい。 

 

2 「請求の内容」の欄は，「1」の子ども手当の受給資格があった者（死亡者）に支払われるべ

き子ども手当で，まだその者が支払を受けていなかったものについて，その期間及び金額を

記入してください。 

 

3 「請求者」の欄は，子ども手当等の資格があった者（死亡者）が養育していた子どもの氏名，

住所を記入してください。 

 

4 「支払希望金融機関」の欄は，請求者名義の預金口座を記入してください。 

 



別記様式第１３号  

年   月   日 

 

           様 

新潟市長         

（担当          ） 

 

 

未支払子ども手当支給決定通知書 

 

未支払子ども手当の請求について、次のとおり支給することが決定しましたので通

知します。 

 

 

【請 求 日】 

 

【請 求 者】 

 

【支 払 対 象 期 間】 

 

【支 払 金 額】 

 

【支 払 予 定 日】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この決定に不服のあるときは、この通知書を受け取った日の翌日から起算して６０

日以内に、新潟県知事に対して審査請求することができます。さらに、この決定の取

り消しを求める訴え（取消訴訟）は、この審査請求に対する裁決の送達を受けた日の

翌日から起算して６か月以内に新潟市長を被告として提起することができます。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 



別記様式第１４号  

年   月   日 

 

           様 

新潟市長         

（担当          ） 

 

 

未支払子ども手当請求却下通知書 

 

未支払子ども手当の支給について、次のとおり請求を却下しましたので通知します。 

 

 

【提 出 日】 

 

【請 求 者】 

 

【却 下 理 由】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この決定に不服のあるときは、この通知書を受け取った日の翌日から起算して６０

日以内に、新潟県知事に対して審査請求することができます。さらに、この決定の取

り消しを求める訴え（取消訴訟）は、この審査請求に対する裁決の送達を受けた日の

翌日から起算して６か月以内に新潟市長を被告として提起することができます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別記様式第１５号（第８条関係）  

年   月   日 

 

           様 

新潟市長         

（担当          ） 

 

 

子ども手当に係る寄附受領証明書 

 

平成２２年度における子ども手当の支給に関する法律第７条第４項の規定に基づ

き、           に支払われた子ども手当について、同法第 23 条第 1 項

の規定に基づく寄附額として下記金額を受領したことを証明します。 

 

 

【受 給 者】 

 

【認 定 番 号】 

 

【寄 附 金 額】 

 

 

 

 

 

 

 

※本受領証明書は確定申告の際、税金の控除に必要な書類となりますので、大切に保

管してください。 

※所得税の寄附金控除と住民税の寄附金税額控除の両方の適用を受けるためには、所

得税の確定申告書の提出が必要です。確定申告書に本受領証明書を添付し、所轄の

税務署へ確定申告書を提出してください。 

※所得税の確定申告書を提出しない給与所得者の方、給与所得者で年末調整を受けた

方、又は年金を受給されている方で、住民税の寄附金税額控除の適用のみを受けよ

うとする場合は、本受領証明書の証明年月日の翌年１月１日現在お住まいの市区町

村へ本受領証明書を添付して申告をしてください。 

 

 

 

 
 

 
 



別記様式第１６号（第１０条関係）  

年   月   日 

           様 

 

新潟市長         

（担当          ） 

 

 

子ども手当 支払差止通知書 

 

次の理由により、      ６月分以降の子ども手当の支払を差し止めましたの

で通知します。 

 

 

【支 払 差 止 理 由】 

 

 なお、このまま現況届を提出されませんと、一定期間経過後、手当を受ける権利が

消滅してしまいますのでご承知おきください。 

 

【差 止 日】 

 

【提 出 窓 口】  区役所健康福祉課、出張所 

           ※郵送の場合は、下記問い合わせ先あてにお願いします。 

 

 

○引き続き受給資格が認定された場合は、       ６月分にさかのぼって支払

います。 

 

○既に提出された場合は、行き違いですのでご容赦ください。 

 

 

 

この決定に不服のあるときは、この通知書を受け取った日の翌日から起算して６０

日以内に、新潟県知事に対して審査請求することができます。さらに、この決定の取

り消しを求める訴え（取消訴訟）は、この審査請求に対する裁決の送達を受けた日の

翌日から起算して６か月以内に新潟市長を被告として提起することができます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


